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○サービス共通事項

① 前年度実績に基づく加算の算定について
前年度実績に基づく算定であっても、全てが４月分からの適用となる

わけではありません。

(1)算定が上がる場合
→毎月１５日までの提出(必着) …翌月分から適用
→毎月１５日以降の提出… 翌々月からの適用

(2)算定が下がる場合
→変更となる当月から適用（４月提出であれば４月分より適用）



○サービス共通事項

② 変更届の提出について

(1) 従業員の変更等により加算が変更となる際の変更届について、様式５号

のみの提出で、様式２号が提出されない事例が多く見受けられますが、提

出必須書類ですので、忘れないようご注意ください。

(2) 入職者、退職者があった場合（指導員以外の人数が変更になる場合）、

連絡先（電話・FAX）の変更、苦情解決措置概要（参考様式６）の担当者
変更等についても忘れずにご提出ください。

また、管理者、サービス管理責任者の変更が生じた際は、遅滞なく届け

出ください。



○サービス共通事項

(3)     届出書に記載する法人名や事業所名については、登記簿や運営規定に

沿った形で正確に記載ください。

(4) 法人情報が変更になる場合、一部のサービスだけでなく、運営されている

全サービス分の変更届をご提出ください。

② 廃止届の提出について

(1) 廃止年月日は最終営業日を記載ください。



○サービス共通事項

③ 事業所運営規定について

(1)     「虐待防止に関する事項」及び「身体拘束等の禁止」の規定については
必ず記載してください。

(2) 営業時間及びサービス提供時間は分けて記載し、営業時間内にサービス提供時間

が収まるようにしてください。

(3) 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類を記載する

こととなっていますが、特段定めていない事業所においても、「特に定めていな

い」旨の記載をお願いいたします。



○サービス共通事項

④ お問合せ前にご確認いただきたいこと

(１) 県HP
申請様式等の掲載場所に関するお問合せが多数見受けられますが、まず

は県HPをご確認いただきますようお願いいたします。

(２) 事業者ハンドブック

各加算等の詳細が記載されておりますので、こちらについても、県への

お問合せの前に、まずご確認いただきますよう追お願いします。

◎ 「現状の人員でどの加算が該当するか」、「前回の届出(申請)書類を紛失した
ためＦＡＸしてほしい」といったお問合せには対応しかねますのでご注意願います。



○サービス共通事項（共同生活援助／日中活動系）

⑤ 事業所における必要人員数

（共同生活援助）

前年度の平均利用者数と障害区分別の利用者数を基に計算。

（日中活動系）

前年度の平均利用者数と報酬算定上の区分（人員配置区分）を基に計算。

◎届出の際、前年度の平均利用者数の記載漏れにご注意ください。

◎計算方法等詳細は、「事業者ハンドブック」をご参照ください。

※開所12か月未満で前年度実績がない場合や、実績の作成期間について

は個別にお問合せ(029-301-3354)ください。
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○共同生活援助

勤務形態一覧表について

(1) 管理者・サービス管理責任者の兼務の際は、勤務時間をそれぞれ分けて

記載ください。

(2) 前年度の平均実利用者数の未記入が多く見受けられるため、記入漏れに

ご留意ください。

○日中活動系

勤務形態一覧表について

生活支援員の配置必要数確認のため、前年度の利用者の障害区分ごとの実績を

ご提出ください。
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○児童発達支援・放課後等デイサービス

① 児童発達支援管理責任者の要件等について

児童発達支援管理責任者の要件については、茨城県心身障害者福祉協会 のHP等で
ご確認のうえ申請等をお願いいたします。

※児童指導員の要件は厚生労働省のHPにてご確認ください。
また、放課後児童支援員と児童指導員は要件が違いますので注意が必

要です。

②勤務形態一覧表について

障害者の様式で勤務時間数のみの記載の提出が見受けられますが、障害児の様式で

勤務時間（９：００～１８：００等）が確認できるよう記載をお願いいたします。


